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社会福祉法人島根県共同募金会 



 
 

令和８年度 事業計画 

 

社会福祉法人島根県共同募金会 

［ 基本認識 ］ 

本格的な少子高齢化・人口減少社会の到来により、単身世帯が増加するとと

もに小中学校の統廃合も進み、地域によっては経済・社会の存続が危ぶまれる

状況になっている。 

また、物価高騰による生活困窮やひきこもり、虐待、認知症、ヤングケアラ

ー、身寄りのない高齢者の日常生活支援などの問題、人口減による担い手の不

足など、人々の生活や地域社会をめぐる課題は多様化、複雑化している。 

 こうした状況において、人々が地域社会とつながりながら、安心して生活を

送ることのできる地域共生社会の構築を目指すためには、様々な制度の整備に

加え、地域住民が主体的、積極的にかかわり、地域全体の課題として取り組ん

でいく必要がある。 

共同募金会はこうした地域における住民主体の福祉活動の財源醸成という重

要な機能を有しており、社会福祉協議会等の関係機関と連携しながら、積極的

に役割を果たしていくことが求められている。 

 

このような共同募金への期待がある一方で、人口減に加えて高齢独居世帯の

増加などから戸別募金の減少が続き、島根県共同募金会への募金額は平成７年

をピークに毎年減少している状況にある。 

令和７年度は、募金額が６市町において前年を上回ったものの、市町村全体

では対前年比の減少幅が拡大している。本会全体の募金額としても、しまね子

どもの未来応援募金への法人募金が増えたものの、昨年は中央共同募金会経由

での大口の寄付があった反動減もあり、募金総額１億６千９百万円、対前年比

－２千５百万円、１２.９％の減少となった。 

 

また、近年頻発している地震や豪雨災害など、多くの人的被害・住宅被害が

発生した際には、被災された方々への支援も共同募金会の重要な使命である。 

 

以上の認識に立ち、戦後 80 回目の共同募金となる令和８年度は、以下の事業

を重点として推進する。 



 
 

［ 重点事項 ］ 

１．共同募金運動の活性化 

   ① 新たな寄付者層の開拓に向け、多様な募金手法を開発・推進すると

ともに、戸別募金においては共同募金の目的やしくみ、地域課題など

に関する理解を深め、より納得感、共感を得ながら協力を得られるよ

うに努める。 

   ② 法人募金の推進に向け、島根県独自の助成テーマ「しまね子どもの

未来応援助成」を通じて、 共同募金が果たしている役割を可視化する

ことで、より多くの企業に共同募金運動への協力を要請する。 

 

２．課題に直面する人々を支援する活動 

   ① 近年の物価高騰が進行する社会において、経済的困窮や社会的孤立

の問題が継続していることから、令和８年度も全国共通助成テーマ「つ

ながりをたやさない社会づくり～あなたは一人じゃない～」と協調し

た取組みを推進する。 

   ② 特に、生きづらさを抱えた子供たちやその家族を支える継続的な支

援が求められており、島根県独自の「しまね子どもの未来応援募金」

による助成など必要な助成プログラムを展開する。 

 

３．災害発生時の被災地支援と災害への備え 

   ① 災害発生時に迅速かつ効果的に被災地支援を行うため、災害準備金

の運用等について、中央共同募金会等と緊密に連携し即応体制を準備

する。 

② 「災害ボランティア・NPO 活動サポート募金（ボラサポ）」への寄付

を呼びかけ、被災地で被災者支援のために活動するボランティア団体・ 

NPO に対し即応的な助成を行う。 

  



 
 

１ 会務の運営 

（１）法人の運営 

   社会福祉法、本会の定款等に基づき、法人の適正な運営を図るとともに、

評議員会、理事会、配分委員会、監査会を開催する。また、必要に応じ評

議員選任・解任委員会を開催する。 

 

（２）情報の公開及び収集 

 事業運営の透明性を一層高めるため、ホームページなどを活用した情報

の提供・公開を積極的に行う。 

 先進事例の調査や「赤い羽根全国ミーティング」、中四国ブロック会議等

に参加し必要な情報の収集に努める。 

 

（３）市町村共同募金委員会への支援 

   各種情報や研修用素材の提供、情報共有・意見交換等により、市町村の

募金活動・広報活動を積極的に支援する。 

 

（４）職員研修会や研修機会の拡充 

 情報の共有化のため、定期的に共同募金委員会との連絡会議を開催する。 

また、中央共同募金会が開催する研修に本会及び共同募金委員会の役職

員が参加し知識を深める。 

 

（５）島根県社会福祉協議会との密接な連携の確保 

共同募金会と社会福祉協議会は地域福祉の推進を担う車の両輪としての

関係にあることから、常に密接な連携を確保する。 

 

（６）事業・事務の適切な推進 

本会における内部牽制を確保した適正な会計処理・管理を行うとともに、

市町村共同募金委員会の出納業務が適正に行われるよう研修の開催と定期

的な訪問調査を実施する。 

また、登記や公告、公表、所轄庁への届出など法令で定められた手続き

なども適切に行う。 

  



 
 

２ 広報活動  

共同募金運動は“じぶんの町を良くするしくみ”であることを、各種メデ

ィアを通じた広報や、ホームページ、ＳＮＳ（ソーシャル･ネットワーキング･

システム）を活用した情報発信を強化する。 

 

［主な取組み］  

（１）タイムリーな広報活動の展開 

県共同募金会のホームページの充実を図り、ツイッタ―などのＳＮＳ

を活用した積極的な情報発信に努める。 

また、共同募金やその使途について理解が深まるよう、全戸配布・回覧

用のチラシの作成や、中央共同募金会の資材を活用した広報を実施する。  

 

（２）マスコミを通じた広報 

共同募金に関わる情報をマスコミで取り上げてもらえるよう、パブリ

シティー情報を適宜、積極的に提供する。 

また、共同募金運動期間には、テレビ・ラジオのスポット広報、新聞デ

ジタル広報などを行う。 

 

（３）助成団体と連携した使途の広報 

   助成対象の自動車や物品への共同募金ステッカー貼付、団体広報誌へ

の記事掲載、事業実施時の横断幕掲示など、助成事業の広報を徹底する。 

また、赤い羽根データベース「はねっと」のありがとうメッセージに

も、助成事業の写真を掲載するなど、使途内容のわかる広報に努める。 

 

（４）次の世代を受け継ぐ応援団づくり 

小・中・高・特別支援学校における募金活動、広宣物の図案募集などを

通じた共同募金への理解促進を図るとともに、地域における福祉教育・

ボランティア学習と連携して、大学生を含めた若い世代に共同募金の役

割について啓発を行う。 

また、赤い羽根動画“じぶんの町を良くするしくみ”を活用して、地域

の将来を担う子どもたちや寄附者、募金ボランティアとのコミュニケー

ション機会の増加を図る。 



 
 

３ 助 成  

支援を必要とする福祉ニーズに迅速的確に対応することにより、地域福祉

の一層の推進に寄与するとともに、寄付者の負託に応える。 

また、物価高騰の環境下、新たに支援が必要な団体はないのか全国キャン

ペーンや助成プログラムを通じて、検証・確認する。 

 

［主な取組み］ 

（１）意見・意向の尊重 

    社会福祉法に基づき島根県社会福祉協議会の意見を聴取するとともに、

共同募金委員会の意向を尊重して効果的な助成計画を立てる。 

 

（２）関係機関・団体との連携 

    島根県、中央共同募金会、県・市町村社会福祉協議会等と連携し、支

援すべき福祉ニーズをきめ細かく把握する。 

また、地域福祉を取り巻く最新情報を収集し、新たな地域課題を把握

しその解決の取組みを支援するため、ＮＰＯその他の関係団体、活動団

体等との連携を強化する。 

 

（３）全国共通助成テーマとの協調 

    全国共通助成テーマである「つながりをたやさない社会づくり～あな

たは一人じゃない～」の推進に協調し、その課題解決に取り組む事業を

積極的に助成する。 

 

（４）助成の考え方 

    Ａ助成については、充当財源額が縮小していることから、行政施策に

関する情報も的確に把握しながら、支援を行う事業を適切に選考する。 

Ｂ助成については、市町村共同募金委員会の意見に沿って、社会的孤

立や生活困窮等により生きづらさを抱えた人など、支援すべき優先度の

高いものから支援する。 

  



 
 

（５）助成効果の評価 

    Ａ助成事業については配分委員等による実地調査及び助成効果の評価

を徹底するとともに、Ｂ助成事業についても事務局等による助成効果の

評価を推進する。 

 

（６）「しまね子どもの未来応援募金」の継続とモデル事業としての展開 

    生きづらさを抱えた子供たちやその家族を支えるため、島根県独自の

「しまね子どもの未来応援募金」を創設しているが、先行して中央共同

募金会のモデル事業を財源とした助成プログラムの３年目を展開し、そ

の助成成果を広報することにより法人募金の推進につなげていく。 

  



 
 

４ 募 金 活 動  

島根県共同募金会第４次中期計画に沿い、募金ボランティア及び関係機関・

団体等との連携を一層促進し、募金運動の強化を図る。 

 

 ［主な取組み］ 

（１）戸別募金の減少対策 

戸別募金の減少幅の縮小を図るため、他県共同募金会の情報を収集す

るなど、市町村の戸別募金改善への取組みを推進する。 

 

（２）企業等との協働による寄付金受入れの強化 

   「募金百貨店プロジェクト」や「赤い羽根自販機」の設置は、募金増

や住民の「赤い羽根共同募金」の認知度向上につながることから、県本

会と共同募金委員会が連携し、参加企業や設置台数の拡大に努める。 

   また、赤い羽根古本みらいプロジェクトの受入れについてもその拡大

に努める。 

    

（３）新たな寄付の仕組みの推進 

インターネット経由の募金（クレジットカード、スマホ決済）につい

ては、種々の機会をとらえてその取組みの拡大を推進する。  

また、遺贈や相続寄附についての広報活動などに取り組む。 

 

（４）テーマ募金の拡大 

   県域の活動団体に対し積極的な紹介を行い参加団体の増を図るととも

に、地域テーマ募金に取り組む共同募金委員会及び参加団体の増を図る。 

 

（５）募金活動推進のための工夫 

① 募金グッズの活用により、職域での募金の拡大を図る。 

② 共同募金のサポーターであるスサノオマジック(バスケットボール

Ｂリーグ)の協力を得て、「クルマをおくろう PROJECT」を実施し、ホー

ムゲーム会場に募金ブースを設置するなど、連携した募金活動を推進

する。 

 



 
 

③ 共同募金委員会の募金増額につながる取組みとして、しまねっこや

ご当地キャラクターの缶バッジなどを準備し、支援する。 

    

（６）「地域歳末たすけあい」「ＮＨＫ歳末たすけあい」の推進 

新たな年を迎えようとする時期に「地域歳末たすけあい」「ＮＨＫ歳末

たすけあい」を実施する。 

寄せられた募金は、社会的孤立や経済的困窮状態にある人等、生活課

題を抱えた方や自然災害に被災した方などへの支援に活用する。 

 

 （７）法人募金の推進 

法人向けには、特に「しまね子どもの未来応援募金」を活用し、訪問・

ＤＭ発送により企業への募金活動を推進する。 

 

［運動開始行事（キックオフ・イベント）］ 

・共同募金運動開始式 

日 時  令和８年１０月１日（木曜日） 

場 所  松江テルサ 

内 容  厚生労働大臣、中央共同募金会会長のメッセージ及び赤い

羽根を島根県知事、松江市長、本会会長及び松江市共同募金

委員会会長に伝達 

協 力  ＡＮＡグループ各社ほか 

 

・ＮＨＫ歳末・海外たすけあいキャンペーン開催式 

日 時  令和８年１２月１日（火曜日） 

場 所  ＮＨＫ松江放送局 

内 容  例年、キャンペーンにご協力いただいている企業、団体、幼

稚園・保育所などから島根県共同募金会及び日本赤十字社

島根県支部が募金を受領 

主 催  日本放送協会・中央共同募金会・ＮＨＫ厚生文化事業団 

後 援  厚生労働省・全国社会福祉協議会 

  



 
 

５ 災害たすけあいの実施 

近年、県内外を問わず大規模災害が多発する状況にある中、中央共同募金

会、都道府県共同募金会、島根県災害ボランティア関係機関連絡会議の構成

機関とも連携し、大規模災害発生時における速やかな被災者支援等を図る。 

また、火災及び風水害等の自然災害の被災者に対して見舞金を交付する。 

 

［主な取組み］ 

（１）大規模災害発生時の対応 

県内で大規模な災害が発生した場合は、災害義援金の募集、受け入れ

及び送金に関する業務を行う。 

災害救助法等が適用される災害については、災害ボランティアセンタ

ーのコーディネートに関わる費用（活動費など）に対して災害等準備金

を活用し迅速な被災地支援を行う。 

ボランティア団体やＮＰＯによる活動への支援については、中央共同

募金会と連携を図り「災害ボランティア・ＮＰＯ活動サポート募金（ボラ

サポ）」による即応的な助成にも対応する。 

また、大規模災害が他の都道府県で発生した場合は、災害義援金の募

集、受け入れ及び送金に関する業務を行うとともに、災害等準備金の拠

出が必要となったときは、中央共同募金会とも連携して被災都道府県の

支援を行う。 

 

（２）災害等準備金適用外の災害発生時の備え 

県内において災害等準備金の支援対象とならない災害が発生した際に、

災害ボランティアセンター設置に対する本会単独の助成ができるよう、

引き続き災害等準備金の一環として財源を確保する。 

 

（３）災害見舞金の交付 

火災及び風水害等の自然災害により被災した県内の一般世帯及び民間

社会福祉施設に対して災害見舞金を交付する。 

  



 
 

６ 顕彰・感謝の実施 

 

 

（１）表彰・感謝状の贈呈 

共同募金運動の推進に功績のあった個人・団体及び高額寄付者に対し

て、表彰状又は感謝状の贈呈を行う。 

 

（２）表彰・感謝状候補者の推薦 

中央共同募金会会長及び厚生労働大臣へ顕彰候補者の推薦を行う。 

特に、令和８年度は共同募金 80 年記念特別感謝の実施に伴い、対象者

の推薦を行う。 

 

（３）「奉仕者事故見舞金制度」等により、奉仕活動に伴う事故に備える。 

 

７ 民間助成団体への協力 

（１）中央競馬馬主社会福祉財団及び車両競技公益資金記念財団の助成事業

実施にあたり、その推薦業務を受託し、県内福祉団体等への助成を支援

する。 

 

（２）篠原欣子記念財団など、民間の団体が行う各種の助成事業に協力する。 


